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第 1 章 計画の策定にあたって 

 

１ 基本理念 

２ 基本方針 

３ 計画の期間 

４ 進行管理 
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１ 基本理念 

「情報化で暮らしに便利と豊かさを届けるまち 白川町」 

白川町第 6 次総合計画において位置付けられた「活力をカタチに みんなの思いが活きるつなが

る広がるまち白川町」の将来像を目指すには、住んでいる人たちが住み続けたいと思う町を創るた

め、直面する厳しい状況に力を合わせ様々な課題を乗り越えていかなければなりません。 

 総合計画基本目標の３に設定された「最新技術と情報を安心・安全な暮らしに活かす」でも、住

んでいる人たちが安心して活き活きと暮らせるまちづくりには、情報化と最新技術の活用が必要で

あるとしています。 

 本計画は、第 6次総合計画に基づいたまちづくりにおける最新技術の活用と情報化による持続的

な発展を目指し、町民すべてが暮らしに便利と豊かさを実感できる取り組みを進めるため策定する

ものです。 

 そのため以下４つの基本方針を掲げます。 

（１）行政の情報化 

（２）暮らしの情報化 

（３）地域経済と産業の情報化 

（４）安心安全の情報化 

２ 基本方針 

（１）行政の情報化 

 行政手続きや問合せなどこれまで対面や電話での対応がほとんどでしたが、情報技術の進歩で

様々な方法が実現可能となりました。しかし、高齢化やライフスタイルの変化により公共機関に出

向くことが負担に感じている方が増えています。このため、最新技術を活用してそれぞれの町民ニ

ーズに答え、より便利でスピーディな行政サービスを提供するための環境整備を行っていきます。 

（２）暮らしの情報化 

 暮らしに必要な情報を必要な時に得られる、情報のバリアフリー化が求められています。スマー

トフォンやタブレットの普及も進み、全戸に整備された光ファイバーケーブル網の情報端末による

音声告知や地域情報発信など、誰もが気軽に情報を得ることができるようになってきました。また
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情報発信にメディアを活用することで、まちを応援し行動してくれるファンの交流も見られるよう

になりました。 

 情報化の恩恵をすべての町民が受けられるようにコンテンツの整備や世代に合ったデバイスの選

定、アクセシビリティの向上に取組むことで暮らしに便利と豊かさをもたらしてくれる情報化に取

り組みます。 

（３）地域経済と産業の情報化 

 このまちに暮らし続けるためには地域産業の活性化や活発な人流促進、担い手の育成が必要です。

情報化により業務を効率化させると共にイノベーションを起こし、地域の活力向上につなげます。 

（４）安心安全の情報化 

 すべての人がいつでも情報に触れられるための環境整備を実施すると共に、インターネット犯罪

の防止やセキュリティ対策の強化、情報弱者へのフォローに取組みます。 

３ 計画の期間 

 令和５年度から９年度までの５年間を計画期間とします。 

 ただし、この期間の情報化を取り巻く社会情勢や取り組みの進捗状況などを勘案して評価し、必

要に応じて計画の見直しを行っていくものとします。 

 特に、ガバメントクラウドをはじめとする国の施策の動向は、行政業務及びこれと連携するシス

テムに大きく影響するため、随時、計画の調整をしていくものとします。 

４ 進行管理 

 計画は現在の白川町を取り巻く状況に対し、今後５年間で情報通信技術を用いて地域の課題解決

を図るためのプランとして位置付けられました。２０年後、３０年後の将来に向け、今から５年間

でできることを進めていくために年度ごとに進捗状況を管理し、デジタル技術の進展や国の動向等

を踏まえながら、各取り組みの効果を検証し評価します。 
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第 2 章 情報化の動向と現状 

 

１ 国の動向 

２ 県の動向 

３ 本町の現況 
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１ 国の動向 

（１）誰一人取り残さない 人に優しいデジタル化の実現に向けて 

 国は、デジタル社会の将来像として、デジタルの活用により一人ひとりのニーズに合ったサービ

スを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会を目指す「デジタル社会の実現に向けた改革の

基本方針」を閣議決定しました（令和 2 年 12 月 25 日）。この中で、～誰一人取り残さない、人に

優しいデジタル化～を実現するため、１０のデジタル社会形成の基本原則（①オープン・透明、②

公平・論理、③安心・安全、④継続・安定・強靭、⑤社会課題の解決、⑥迅速・柔軟、⑦包摂・多

様性、⑧浸透、⑨新たな価値の創造、⑩飛躍・国際貢献）を定め、ＩＴ基本法の見直し、デジタル

庁設置の考え方が示されました。 

（２）デジタル改革関連法の制定 

 国は、基本方針に則り、①流通するデータの多様化・大容量化が進展し、データの活用が不可欠

になったこと、②悪用・乱用からの被害防止の重要性が増大したこと、③新型コロナウイルス対応

においてデジタル化の遅れが顕在化したこと、④少子化や自然災害などの社会的な課題解決のため

にデータ活用が緊要となったことに対し、デジタル庁設置法、デジタル社会形成基本法、デジタル

社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律など 6 つのいわゆるデジタル改革関連法を制

定しました。（令和 3年 5 月 19 日公布） 

 

（デジタル改革関連法の全体像） 
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（３）デジタル社会の実現に向けた重点計画 

 令和３年 12 月に策定したデジタル社会の実現に向けた重点計画では、司令塔であるデジタル庁の

みならず、各省庁の取組みも含め、工程表などスケジュールとあわせて明らかにし、デジタル社会

の形成のために政府が迅速かつ重点的に実施すべき施策等を定めました。 

 目指す社会の姿を実現するために①デジタル化による成長戦略、②医療・教育・防災・こども等

の準公共分野のデジタル化、③デジタル化による地域の活性化、④誰一人取り残されないデジタル

社会、⑤デジタル人材の育成・確保、⑥DFFT の推進をはじめとする国家戦略が求められ、デジタ

ル化の進捗を大局的に把握するための指標として、国民や民間企業も満足度や利用率などを設定、

定期的に把握し、国民に提示することでデジタル化を着実に推進することを定めました。 

（令和４年６月７日改定）（デジタル・ガバメント実行計画の廃止を含む） 

 

デジタルにより目指す社会の姿（デジタル社会の実現に向けた重点計画より） 
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（４）自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画 

総務省は、令和 2 年 12 月に「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画」を

策定し、自治体が取り組むべき内容を具体化し、デジタル社会の構築に向けた取組を全自治体で進

めていくこととしています。デジタル・トランスフォーメーション（DX）は、情報技術の浸透が人々

の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させるという考えであり、「自治体デジタル・トランス

フォーメーション（DX）推進計画」では、自治体が行う行政サービスについて、デジタル技術やデ

ータを活用して、町民の利便性を向上させるとともに、デジタル技術や AI 等の活用により業務効率

化を図るため、以下の取組事項が示されています。 

 

【自治体 DXの取組み事項】 
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２ 県の動向 

 岐阜県では、令和４年３月に「誰一人取り残されないデジタル社会である岐阜県」を基本理念と

したデジタルトランスフォーメーション推進計画を策定し、ＤＸで生活を「豊かに」「安心に」「便

利に」すべての県民がその恩恵を享受できるデジタル社会を目指し、行政のデジタル化と市町村行

政のＤＸ支援、各分野のＤＸを３本柱として掲げて DX・デジタル化を推進しています。 

 行政のデジタル化では、すべての県民がいつでも・どこでもストレスなく・直感的に行政サービ

スを受けれる社会の実現のため、書面・押印・対面を要しない行政手続きのオンライン化や業務プ

ロセスの最適化等を実施し、高齢化と人口減少の進行する社会において持続可能な行政の実現を目

指すこととしています。 

 市町村行政の DX 支援では、スマートフォンで完結する「持ち運べる役所」の全県展開や、地域

課題解決に向けた枠組み作りを、官民連携の「オール岐阜」でのデジタル化支援により取り組み、

行政サービスの向上を図ることとしています。 

 各分野の DX では、医療・健康・福祉分野のオンライン診療・介護ロボット・ICT 導入支援によ

るサービスの向上や従事者の負担軽減、産業・観光分野のデジタル人材の育成やマーケティング体

制の構築、ICT を活用したふるさと教育や協働的・探求的な学びの提供などの教育のＤＸ推進など

社会全体が多様な価値観やライフスタイルを持ち、豊かな人生を送ることのできる社会を目指すも

のとしています。 

 

出典：岐阜県デジタル・トランスフォーメーション推進計画より抜粋 
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３ 本町の現況 

（１）本町の概要 

本町は、岐阜県の中東部に位置し、町域は東西約 24km、南北約 21kmで、237.90k ㎡と広大な面

積を有しています。町の西部に縦断する飛騨川へ注ぐ佐見川、白川、黒川、赤川が扇状に東側に伸

び、それらの流域に集落が広がっています。町の約 88％が山林であり、河川等を差し引いた可住地

面積は全体の５％となっています。気候は、年間平均気温が 13℃であり、冬季においてはしばしば

零下となるが降雪は少なく、年間総降水量は 2,118mm で夏季に全体の 51％程度の降水が集中して

います。 

国勢調査人口によると昭和 35 年の 16,909 人をピークに減少し、平成２７年と令和 2 年の比較で

は 11.67％の減少となっています。また、０歳から 14 歳の年少人口は 24.88％減少し、15 歳から 64

歳の生産年齢人口も 16.26％の減少となった一方で、65 歳以上の老年人口は、3.75％の減少に留ま

り、少子高齢化に歯止めがかからない状況です。今後も人口減少は続くことが予想され、国立社会

保障・人口問題研究所によると 2040 年には 4,130 人、2065 年には 1,385 人にまで減少すると推計

されています。 

 町の産業の中心は、東濃ひのきの産地としての木材関連の産業と、特産の美濃白川茶や夏秋トマ

トをはじめとした施設野菜や水稲などの農林業となっています。農産物需要の変化や少子高齢化に

よる後継者不足などにより、持続可能な農林業経営が危ぶまれている状況も見られます。一方で、

住宅関連の産業や建設業・製造業を中心とする第 2 次産業や、サービス業などの第 3 次産業の就業

人口比率は増加しており、就業構造が大きく変化している状況です。 

（本町の位置） 

  

 

 

 

 

 

岐阜県 
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（２）町の情報化の現況 

ア 光ファイバー網の整備 

 白川町の情報通信網は、平成２１年度に地域情報通信基盤整備推進事業の支援を受けて名古屋市

に本社を置く株式会社コミュニティネットワークセンターが、町内全域に FTTH方式の情報通信網

整備を実施し、地上デジタル放送や高速通信インターネット環境整備など情報基盤整備を推進して

きました。また、高速通信網を借用した公共施設間イントラネットワークや観光施設を加えた Free 

Wi-Fi のほかに、地域に根差した行政情報番組「めざまししらかわ」の制作放映を CCNet 株式会社

に委託し放送するなど、ICT 技術の活用による人と人がつながる Society5.0 の実現を目指していま

す。 

 また光ファイバー網の整備に合わせ、放送卓の更新や音声告知放送の整備を実施し、平成 28 年度

までには白山中継局とすべての屋外拡声局についてもデジタル化が完了しました。この整備により、

明瞭な音声放送を実現すると共に、町内に５基設置した雨量観測用のテレメータ局のデータや河川

監視カメラの画像を町ホームページに公開し、行政情報発信や防災対策の推進により町民の安心安

全の向上に役立てられています。 

（町内利用状況） 

 Ｈ23 年 3月 Ｈ27 年 3月 Ｒ５年 3月 

世帯数 3,284 3,218 2,938 

テレビ 3,242 3,258 3,100 

インターネット 1,026 1,440 1,900 

 

イ 携帯電話通信網の状況 

 携帯電話の不感地域については、主要地方道や中山間地域の集落を中心にサービスが利用できな

い地域の受信エリアの拡張を、基地局施設の自主整備や携帯電話事業者への整備要望により、ほと

んどの地域では解消されました。しかし、国道 256 号線の沿線上や一部集落等では未だに不感とな

っている場所も多くあり、緊急車両等の移動や今後中山間地域での導入が期待されるドローンによ

る物資輸送など、携帯電話の電波網が必要な状況に対応する必要があり、引き続き携帯電話事業者

の積極的な参入が求められています。 

また携帯基地局の 5Gへの高度化なども実施されていない状況であり、こちらも積極的な設備整

備が必要です。 
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ウ 行政の情報化・デジタル化 

本町が取り組む行政の情報化は、町民向けサービスと行政内部の取組みに分けられ、町民向け業

務では町ホームページの運用や手続きのオンライン化など、行政内部の業務ではAIやRPAの導入、

テレワークの実施及びドローンの活用研究など ICT技術の利活用と社会情勢を見極めながら町民サ

ービスの向上と行政の効率化に取り組んでいます。 

町民向けサービス関連 

取 組 み 内  容 

白川町ホームページ 行政の手続きや制度、暮らしの情報など必要な情報をいつ

でもどこからでも参照できるサイトを運営します。 

行政手続きのオンライン化 「デジタル・ガバメント実行計画」（令和 2 年 12月 25

日閣議決定）を踏まえて、オンライン化により自宅や職場

からいつでも電子申請が可能なサービスを提供します。 

※＜参考＞P15 地方公共団体が優先的にオンライン化を推進すべき手続き一覧 

AI チャットボットの運用 町のホームページや公式LINEで行政手続きや制度などの

質問に回答する AI「しつぎおとうふ」を提供しています。 

SNS による情報発信 町公式メディア「ヤゴーシラカワ」や、Instagram、Facebook

など SNSによるタイムリーな情報発信を行っています。 

めざまししらかわ制作放映 まちの話題や行政からのお知らせなどケーブルテレビに

よる自主放送番組を制作放映しています。また、過去の放

送分を常時検索閲覧できるシステムを役場、楽集館、子育

て支援センターに設置しています。 

安心安全 123 チャンネル（河川

監視カメラ） 

河川の状況をインターネット上やケーブルテレビで常時

確認が出来て、洪水時の避難や行楽時の情報収集等に役立

てられる設備を整備しています。 

キャッシュレス決済の導入 

（スマートフォン決済） 

町県民税や固定資産税等の納付書に印字されたバーコー

ドを、スマートフォンなどで読み取ることでキャッシュレ

スで納付ができるサービスを導入しています。 

公衆無線 LAN（Wi－Fi）の整

備 

町民の利便性向上や観光施設への誘客を図るため、役場本

庁、各出張所、町民会館など公共施設とピアチェーレやク

オーレの里など観光施設に公衆無線 LAN（Wi－Fi）を整

備しています。 

すぐメール・町公式 LINE 防災情報や町からのお知らせなど、登録したメールアドレ

スや町公式 LINEに配信するサービスを導入しています。 

ウォーキングアプリ

「aruku&(あるくと)」 

スマホアプリを活用する比較的若い世代をターゲットに、

健康づくりの一環としてゲーム感覚でウォーキングを楽

しめるアプリケーションを提供しています。 
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母子手帳アプリ 行政からの子育て応援情報の提供や、妊娠期からの子ども

の成長や各種記録を残すアプリケーションを提供してい

ます。 

学校連絡アプリ「すぐーる」 保護者の利便性の向上や職員の業務軽減のため、学校と保

護者の相互連絡アプリケーションを提供しています。 

アンケートや申込み申請のオ

ンライン化 

電子申請や申込予約、アンケートなどのフォームを作成・

集計して一元管理ができるデジタル化総合プラットフォ

ームを導入しています。 

 

行政内部の業務関連 

取 組 み 内  容 

情報セキュリティの強化 LGWAN接続系とインターネット接続系の分割、自治体情

報セキュリティクラウドなどを通じて、情報セキュリティ

の強化に取り組んでいます。 

システムの標準化、共通化 自治体 DX の重点取組項目であるシステムの標準化、共通

化について県と共同で調査研究を行い、最適なシステム構

築に取り組んでいます。 

ペーパーレス・押印見直し・デ

ジタルワークフロー検討 

グループウェアやチャットツールを活用して、ペーパーレ

スの資料共有や書類閲覧等が実施可能な環境を整備して

います。 

AI・RPAの導入 業務の効率化による町民サービスの向上を図るため、AI

や RPA を活用した事務処理に取り組んでいます。 

テレワークの実施 新型コロナウイルスの感染防止を図ると共に業務の継続

のため、自宅で職場と同様の業務が可能なテレワーク環境

を整備しました。 

オンライン会議の推進 新型コロナウイルスの感染防止を図ると共に会議の効率

化のため、オンラインでの会議や研修等が実施可能な 

環境を整備しています。 

水源地の遠隔監視システム 水道の給水管理のため水源地や配水池の流量計等のデー

タを集約して閲覧確認ができるシステムを導入し、安心安

全な水道を供給しています。 

ドローンの活用研究 3D 測量や空撮等を実施することにより業務効率化と安全

性向上を図るため、職員に対しドローン操縦技術の研修や

活用研究を実施しています。 

UD トーク 音声認識と自動翻訳、文字おこしが可能なアプリケーショ

ンを導入して、会議録の作成や講演会等の文字表示に活用

しています。 
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〔オンライン会議の様子〕         〔ドローンの活用研究の様子〕 
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＜参考＞地方公共団体が優先的にオンライン化を推進すべき手続き一覧（令和 5 年４月現在） 

A)処理件数が多く、オンライン化の推進による町民等の利便性の向上や業務の効率化効果が高い

と考えられる手続 

自治体 DX 推進計画で定められた「特に国民の利便性向上に資する３１手続き」 

 オンライン申請が可能な手続き 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図書館の図書貸出予約等 

文化・スポーツ施設等の利用予約 

研修・講習・各種イベント等の申込 

地方税申告手続（eLTAX 

自動車税環境性能割の申告納付 

自動車税の賦課徴収に関する事項の申告又は報告 

自動車税住所変更届 

水道使用開始届等 

港湾関係手続 

道路占用許可申請等 

道路使用許可の申請 

自動車の保管場所証明の申請 

駐車の許可の申請 

建築確認 

粗大ごみ収集の申込 

産業廃棄物の処理、運搬の実績報告 

犬の登録申請、死亡届 

感染症調査報告 

職員採用試験申込 

就業構造基本調査 

入札参加資格審査申請等 

入札 

衆議院・参議院選挙の不在者投票用紙等の請求 

消防法令における申請・届出等 

B)町民のライフイベントに際し、多数存在する手続をワンストップで行うために必要と考えられ

る手続 

自治体 DX 推進計画で定められた「特に国民の利便性向上に資する３１手続き」 

 オンライン申請が可能な手続き 

 ア.子育て関係 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

児童手当等の受給資格及び児童手当の額についての認定請求 

児童手当等の額の改定の請求及び届出 

氏名変更／住所変更等の届出 
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自治体 DX 推進計画で定められた「特に国民の利便性向上に資する３１手続き」 

 オンライン申請が可能な手続き 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

受給事由消滅の届出 

未支払の児童手当等の請求 

児童手当等に係る寄附の申出 

児童手当に係る寄附変更等の申出 

受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等の申出 

受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等の変更等の申出 

児童手当等の現況届 

支給認定の申請 

保育施設等の利用申込 

保育施設等の現況届 

児童扶養手当の現況届の事前送信 

妊娠の届出 

  イ．介護関係 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

要介護・要支援認定の申請 

要介護・要支援更新認定の申請 

要介護・要支援状態区分変更認定の申請 

居宅（介護予防）サービス計画作成（変更）依頼の届出 

介護保険負担割合証の再交付申請 

被保険者証の再交付申請 

高額介護（予防）サービス費の支給申請 

介護保険負担限度額認定申請 

居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の支給申請 

居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給申請 

住所移転後の要介護・要支援認定申請 

  ウ．被災者支援関係 

○ 

 

○ 罹(り)災証明書の発行申請 

応急仮設住宅の入居申請 

応急修理の実施申請 

障害物除去の実施申請 

災害弔慰金の支給申請 

災害障害見舞金の支給申請 

災害援護資金の貸付申請 

被災者生活再建支援金の支給申請 
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（３）地域社会の情報化 

 行政分野のみならず、農林業から建設、小売、エネルギー、医療・健康、教育に至るまで、あら

ゆる産業において情報化が進むことで地域産業が活性化され、多様な主体との連携により新たな価

値が生み出されること期待されています。 

 町では、各分野の主体的な取り組みに対し、必要な環境整備や助成等支援、情報提供等を通じて

各産業分野の DXを支援しています。また、産学官連携による地域課題の整理や地域情報化を支え

る DX 人材の育成に取組んでいます。 

地域社会のデジタル化・ICT 技術の活用 

取 組 み 内  容 

スマート農業 ICT技術を活用した水田のバルブ管理や、ドローンを活用

した水稲の防除など、農作業の省力化及び効率化に取り組

んでいます。 

森林管理等の ICT化 岐阜県森林文化アカデミーと県林政部と連携して、森林整

備後の管理や測量等をドローンやアプリ等を利用して省

力化、効率化及び安全性向上に取り組んでいます。 

観光や移住などの情報発信の

連携 

町観光協会や移住交流サポートセンター、グリーンツーリ

ズム協議会など各分野の主体と連携し、町の魅力やイベン

ト情報などの発信強化に取り組んでいます。 

建設業の ICT化推進 町の主要産業である建設業について、インフラ点検や測量

等の ICT化を推進すると共に、人材育成を支援すること

で産業の魅力向上に取り組んでいます。 

民間事業者等との連携・協力 JUAVAC ドローンエキスパートアカデミー岐阜校と連携

協定を結び、ドローンを活用した地域活性化事業を協働し

て取り組んでいます。 

デジタル活用教室等の開催 公民館講座などでパソコン教室やスマートフォン操作研

修等を実施して、地域町民のデジタル技能向上を図る取組

みを実施しています。 

オンラインコミュニティの運

営 

NPO法人G-Netと連携して町内外の学生や若者のオンラ

インコミュニティしらかわＶカレッジの運営支援を行い、

地域課題の研究や解決について取り組んでいます。 

テレワークやコワーキングス

ペースの整備支援 

ワーケーションやサテライトオフィス誘致に向けて、都市

部の企業やフリーランス等が滞在して地域の暮らしを体

験しながら仕事ができる環境整備を支援しています。 
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第 3 章 町民のニーズと課題の整理 

 

１ 地域情報化（ICT）に関するアンケートの実施 

２ 地域情報化推進協議会 

３ 課題の整理 
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１ 地域情報化（ICT）に関するアンケートの実施 

 町民の皆さんの意向や意見を把握するため、地域情報化（ICT）に関するアンケート調査を実施

しました。 

（１）実施要領 

区分 内容 

アンケート期間 令和 4 年 9月 1日から 9月 30 日 

配布・回収方法 全世帯に広報しらかわ 9月号に折り込み配布し、自治会ごとに

回覧で回収した。 

配布数・回答数・回答方法 配 布 数 ２，６８４ 

回 答 数 １，８７１（回答率 ６９．７） 

回答方法 紙   １，６９９（９０．８％） 

     オンライン １７２（ ９．２％） 

回答者 地区別 

 

回答者 世帯人数別 
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（２）調査結果 

ア）世帯員（町民登録している人）の年代を回答してください。 

世帯の人数別では、２人世帯が多く、そのうち約 7 割が６５歳以上世帯であることから、今後も

高齢者世帯への支援が必要となります。 

また、１人世帯についても同様に７２％が６５歳以上であることから、高齢者福祉や日常生活へ

の支援が今後更に求められます。 
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イ）所持されているデジタル機器を回答してください。 

スマートフォンの所有率が全体で７１％と、連絡手段や情報収集ツールとして広く利用されてい

る。しかし、７５歳以上となると所有率が３８％と少なく、今後はスマートフォンの普及を推進す

るか別の手段を考える必要があります。 

 

 

ウ）インターネット※の利用状況を回答してください。 

※携帯電話通信・自宅内Ｗｉ－Ｆｉ、公共Ｗｉ－Ｆｉなど 

インターネットの利用についても６５歳以上、７５歳以上と利用率が低くなっており、今後はデ

ジタル技術で得られる恩恵をすべての町民に行き届くよう、インフラの選定や活用方法を検討する

必要があります。 
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エ）ＳＮＳ※の利用状況を回答してください。 

※LINE、Twitter、Facebook、Instagramなど 

 インターネット利用と同様に 65 歳以上、75歳以上の利用率が低く高齢者に対する情報発信につ

いて、適切な機器の選定や発信方法を検討する必要があります。 
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オ）あなたの世帯について聞きます。以下の契約・利用はありますか。 

新聞、テレビ、インターネットの利用について、テレビは概ねほとんどの世帯で利用があります。

インターネットは、子育て世代９３％とデジタルを活用したサービスの可能性が高いことがわかり

ます。 
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カ）町の行政情報や地域の情報(ｲﾍﾞﾝﾄ・防災・防犯等)の入手方法はどれですか。 

情報の収集方法は、広報しらかわがどの世帯も９０％近くと多くの町民に利用されています。 

高齢者世帯では、チラシや人との会話などリアルのコミュニケーションを選択されており、今後

は距離や時間等にもとらわれず、誰にでも利用可能なツールの選定や開発が必要になると思われま

す。 

 

 



- 25 - 

キ）白川町にもっと力を入れてほしい取り組みは、次のうちどれですか。 

重要視されている施策としては、どの世代でも医療体制の整備を上げており、中山間地域の医療

の確保が必須となってくることがわかります。 

高齢化による運転免許返納で移動手段に心配を寄せる声が多く、特に６５歳以上世帯でいつでも

お出かけできる移動手段のニーズが高いことが明らかとなりました。持続可能な公共交通と迷わな

い予約や確認などシステムの構築が必要となります。 

日常の買い物支援、行政手続きの簡素化については、どの世代でもニーズを確認できました。 
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ク）白川町で生活していく上で実現したら利用したいサービスはどれですか。 
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場所を選ばないで受けられる医療は、どの世代でも高い利用ニーズを回答しており、実現に向け

て調査、検討を進めていく必要があります。 

離れた家族といつでも連絡の取れる安心見守りサービス、注文したら翌日に届く買い物サービス、

必要な時間に使える乗合タクシーや公共交通機関は、どの世代でも利用ニーズを回答しており、実

現に向けた調査、検討を進めていく必要があります。 

役場に行かなくてもインターネットで様々な手続きができるは、子育て世帯で非常に多くの利用

ニーズを回答しており、実現させる必要があります。 

広報しらかわや自治会回覧の自動配信についても、どの世代でも高いニーズがあり、特に子育て

世帯で高いニーズがあります。回覧や広報しらかわも情報収集ツールとして高いニーズがあるため、

便利さと手軽さが両立できるような仕組みの検討が必要です。 

２ 地域情報化推進協議会 

本町における情報化施策等の総合的な推進に関する事項や ICT 関連施策に関する調査及び研究、

ICTの活用に係る政策の推進に関する事項など意見や提言をいただくため、白川町地域情報化推進

協議会を設置しています。 

町を取り巻く様々な地域課題に対応するため、町議会議員をはじめ産業及び経済団体、公共的団

体、ICTに関する活動を行う団体等から委員を選任して、情報化により解決可能な課題や問題に対

してそれぞれ所属される立場から意見聴取や提言など実施しています。 

 また、地域情報化推進協議会の開催時に総務省の地域情報化アドバイザー派遣制度を活用して、

ICTの知見ノウハウを有する専門家を招き、助言・提言・情報提供をいただくことで ICT 技術の利

活用を促進しています。 

〔地域情報化推進協議会の様子〕 
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推進体制 

 

 

 

 

                確認    修正 

 

 

 

                          ＤＸ戦略の方向性 

     各分野の地域課題             情報提供・連携支援 

     アクションプラン 

 

 

医 療

福 祉

地域経済行政手続

公共交通

白川町地域情報化推進協議会 

・美濃白川ＤＸ戦略の策定 

・戦略の進捗確認と評価 

白 川 町 

・地域情報化推進協議会事務局 

・アクションプラン作成助務 

既存の組織を活用した、アクションプランの作成 

重点施策 
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３ 課題の整理 

 人口減少下において満足度の高い人生と人間を尊重する社会をどう構築するかを議論した「自治

体戦略 2040 構想研究会 第二次報告（平成 30年 7月自治体戦略 2040 構想研究会）」では、団塊

ジュニア世代が 65 歳以上となる 2040 年頃を見据えた自治体行政の課題として、自治体の経営資源

が制約される中、法令に基づく公共サービスを的確に実施するためには AI や RPA、ブロックチェ

ーンなどを積極的に活用して、自動化・省力化を図り、より少ない職員で効率的に事務を処理する

体制を構築することが求められています。 

 さらに、行政内部（バックオフィス）においては、共通の情報システムを活用して低廉化を図る

必要があり、行政と利用者とのインターフェイスについては一元化を優先する必要があるなどスマ

ート自治体への転換が求められています。 

 

（自治体戦略２０４０構想研究会 第二次報告から抜粋） 

 町民対象のアンケート調査においては、多くの方が日常生活でスマートフォンやタブレットなど

のデジタル機器を所有し、インターネットを利用してＳＮＳやウェブサイトで様々な情報を入手し

ており、デジタル技術が日々の暮らしにおいて欠かせないものとなっています。 

 行政に求められている施策でも、医療体制の整備や地域福祉の推進、行政サービスの充実など暮

らしを支えていくための対策を ICT 技術の活用や自治体行政の標準化・共通化により実効的に進め

ていく必要があります。 
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 一方で、デジタル技術の浸透に伴い、個人情報等の漏洩リスクに対する情報セキュリティ対策や

デジタルデバイド対策が求められており、だれもがデジタル技術に触れ恩恵を享受できる「誰一人

取り残さない人に優しいデジタル化」が求められています。 

 こうした課題の解決に向けて、国や県、民間企業等の様々な主体が利便性の向上や業務の効率化、

新規事業の創出、デジタル人材の育成等デジタル化に向けた取り組みを積極的に進めています。 

本町においても、多様化する町民のニーズへの対応や新型コロナウイルスによる非接触・非対面

など「新たな日常」に順応した、より利便性が高く、効率的な行政サービスの提供に努めると共に

デジタル技術の積極的利用による地域全体の ICT化・DXを官民連携で取組み、情報化で暮らしに

便利と豊かさを届けるまちづくりを推進していきます。 
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第 4 章 情報化推進施策 

 １ 情報化推進の展開 

 ２ 施策の概要 
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１ 情報化推進の展開 

具体的な情報化推進施策の展開を行うにあたり、前章の町民のニーズ課題の整理をふまえて以下

の４つの情報化を本計画の重点として位置付けます。 

なお、基本方針に掲げる４つの情報化には、町が今後 5 年間で実現すべき 5 つの重点施策を定め

集中的に推進します。また、自治体 DX 推進計画による取り組み事項についても以下のように定め

ます。 

 

（１） 行政の情報化 

スマート自治体への転換に向けて自宅や職場などからいつでも行政手続きや制度の参照、公共施

設の予約申し込み等ができる環境整備に努めると共に、窓口においてもペーパーレスやオンライン

申請による書かない窓口の実現、支払い手続きの省力化など負担軽減を図り、すべての町民にとっ

て便利で優しい行政サービスの提供に努めます。 

主な取り組み 

 情報基盤ウェブページの構築（町ホームページの再構築） 

 白川オンラインオフィス化の推進【★重点施策】 

 情報システムの標準化・共通化【重点取組事項】 

 行政手続きのオンライン化の推進【重点取組事項】 

 AI・RPAの導入、利用促進【重点取組事項】 

 情報セキュリティ対策の徹底【重点取組事項】 

 押印廃止等の手続きの見直しの推進（BPR の取組みの徹底）【その他取組事項】 

 AI を活用したチャットボットの活用 

 AI を活用した会議録の作成 

 SNS による行政情報の発信強化 

 手続きのワンストップ化とデジタルワークフローの構築 

 テレワーク・オンライン会議の推進 

 電子決裁システムの導入検討 

 公共施設のオンライン予約の推進 

【★重点施策】：町の重要施策の位置づけ 

【重点取組事項】：自治体 DX 推進計画による 

【連携取組事項】：自治体 DX 推進計画による 

【その他取組事項】：自治体 DX推進計画による 
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（２） 暮らしの情報化 

 情報化の恩恵をすべての町民が受けられるように必要な基盤整備を行うと共に、世代や環境に合

わせた機器や方法、ツール等の選定のほかアクセシビリティの向上に取り組むことで暮らしに便利

と豊かさを享受できる情報化を推進します。 

 また、デジタル技術の積極的な理解啓発やマイナンバーカードの利活用推進に努めると共に、デ

ジタル人材の育成と官民連携による新たな価値の創出を図ることで、地域の活性化や暮らし続ける

ことのできるまちづくりを目指します。 

主な取り組み 

 光ケーブル網の活用 

 行政情報番組「めざまししらかわ」の運営と魅力向上 

 マイナンバーカードの利活用推進 

 公衆無線 LAN（Wi－Fi）の運営維持 

 SNS による情報発信、メディアの活用 

 デジタルデバイド対策【連携取組事項】 

 子育て支援や学校連絡等のアプリの活用 

 小中学校へのインターネット回線やタブレット機器等の環境整備 

 GIGA スクールの実現とプログラミング教育の充実 

 場所を選ばないオンライン健康相談や医療サービスの研究【★重点施策】 

 健康ポイントやボランティア活動等のアプリケーション研究【★重点施策】 

 AI 音声認識と文字おこしツールの活用 

 公共交通や図書貸し出しなどの予約管理システムの構築【★重点施策】 

 デジタル人材の育成・確保 
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（３）地域経済と産業の情報化 

 デジタル技術の利活用により、地域が抱える課題解決や新たな価値の創造を図り、地域全体がデ

ジタル化のメリットを享受することによって、地域産業の活性化とすべての町民にやさしいデジタ

ル化を実現します。 

 またスマート自治体の実現に向けては、行政だけではなく、民間企業や地域団体、教育機関等の

幅広い主体との連携・協力が必要であるため、その基盤となるプラットフォームの構築に向けた取

り組みを推進します。 

主な取り組み 

 地域社会のデジタル化【連携取組事項】 

 オープンデータの推進【その他取組事項】 

 官民データ活用推進計画策定の推進【その他取組事項】 

 官民連携のプラットフォーム構築 

 スマート産業に関する研究 

 農業の ICT 活用推進 

 林業の ICT 活用推進 

 建設業の ICT活用推進 

 サテライトオフィス誘致など新たな働き方改革 

 ドローンの産業活用 

 地域通貨に関する研究検討【★重点施策】 

 デジタル観光に関する研究 

 LINEの活用研究 
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（４）安心安全の情報化 

 個人情報等の厳格な運用・管理を徹底して、町民が安心して行政サービスを受けられるためのセ

キュリティ対策の環境整備に取り組むと共に、行政情報やイベント情報をはじめ、災害情報や被害

情報など行政に関する様々な情報を多様な媒体で取得できる環境整備を行うことで、ICT を活用し

た安心安全なまちづくりに努めます。 

主な取り組み 

 セキュリティ対策の徹底【重点取組事項】 

 情報セキュリティ対策に関する職員研修 

 自治体情報セキュリティクラウド見直しへの対応 

 ウイルス感染・不正アクセス防止等の環境整備 

 情報システムの被災防止対策の徹底 

 携帯電話不感地域の解消と５G高度化の要望 

 マイナンバーカードの普及促進【重点取組事項】 

 ICTを活用した高齢者等の見守りサービスの充実【★重点施策】 

 安心安全 123 チャンネルの運営 

 ドローンを活用した災害対応の研究 

 消防団活動におけるドローンの活用 

 水源地の遠隔監視システムの運営 

 いつでもどこでもつながる情報網整備の推進 

 公衆無線 LAN（Wi－Fi）の継続運営 

 緊急対応可能な窓口 

 防災、防犯情報の発信と伝達手段の強化 
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２ 施策の概要 

 本計画で取り組む具体的な施策の概要は、次のとおりです。なお、情報化推進の展開に対して詳

細に計画した施策のみ表示しております。 

（１）行政の情報化 

テ ー マ 白川オンラインオフィス化の推進【★重点施策】 

課 題 行政手続きのほとんどが紙書類のやり取りであるため、窓口に来る、直接赴く、対面など

職員の手間や他の作業を中断して対応する必要が生じ非効率となってしまう。町民側として

も平日の限られた時間の対応であったり担当窓口や職員が不明であるなど不便な状況となっ

ている。 

実 施 事 業 ①行政情報基盤の再構築（ホームページ） 役場手続きや制度の見える化 

②ノーコードプラットフォームによる行政ワークフローシステムの導入  

③いつでもどこでも誰でも活用可能なアプリやツール等の導入検討 

④デジタル活用支援のための研修や人材育成、支援者派遣等 

内 容 ①役場に行かなくてもいつでもどこでも誰でも制度を調べ行政手続きが行えるように、行政

情報基盤を再構築する。そのための Web ページ（HP）を作成する。 

②ノーコードプラットフォームにより申請・届出などの行政手続きをオンライン化すること

により一気通貫で事務処理ができるシステムを構築し、業務改善による事務作業効率化と

サービスの向上を図る。 

③誰もがいつでもどこでも情報を入手できる方法として、全世帯に敷設したケーブルテレビ

網を活用したハイブリットキャスト技術やテレビ通話の導入にむけて事業検討を行う。ま

た高齢者でも操作のできるスマートスピーカーの導入も検討する。 

④デジタル技術の地域内製化や受託業務化のための研修や人材育成を行い、スキルや資源の

地域内循環を図る。また、高齢者やデジタル活用に支援の必要な方に対して、アナログと

デジタルの間を介在できるデジタル支援員の育成や派遣等を行う。 

効 果 →誰一人取り残さない暮らしの便利さや活力を実感できる情報デジタル化 

・役場に行かなくても手続きや申請ができる 

・高齢者から子育て世帯までいつでもどこでも必要な情報を調べ受け取れる 

・役場職員がいつでもどこでも自ら赴いて希望や意向をくみ取れる体制 

計 画 

 令和 5 年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

検討 
実施計画 

Kintone 実証 

活用ツール    

構築 
行政情報基盤 

 

ワークフロー 活用ツール   

実装 
 

 

行政情報基盤 

 

ワークフロー   
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（２）暮らしの情報化 

テ ー マ 小中学生における ICT ツールの利活用 

課 題 今後の少子化を見据え学校再編と併せてソフト面においても魅力ある学校づくりを進めて

いく必要がある。まちの将来を担う子ども達に白川町で学び、将来を担う存在になってもら

うよう地域に根付いた ICT ツールの利活用が課題となっている。 

実 施 事 業 ICT ツール（ドローン）を活用した教育の実践 

内 容 ドローンのまち白川町として、町内の小中学生向けにそれぞれの年代（学年）に応じた ICT

教育（ドローン活用）を推進する。 

（１）小学生向け・・・ドローンの体験、ドローンの性能と魅力 

（２）中学生向け・・・プログラミング体験、映像編集、町内産業への利活用研究 

効 果 ICT ツール（ドローン）の活用を通じてまちの魅力や資源に気付くとともに、農林業をは

じめとしたまちの産業に興味をもち、郷土に対する誇りや郷土愛の醸成を図る。 

学校と地域、町が連携することで魅力ある学校づくりを推進する。 

計 画 

 令和 5 年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

検討 授業内容検討 → → → → 

構築      

実装 実施 → → → → 

 

テ ー マ GIGA スクール構想の実現 

課 題 ・目的外使用 

・教員側の取り組みや理解 

・保護者への説明や対応 

実 施 事 業 児童・生徒及び必要とする教職員１人つき１台のタブレット端末を整備する。 

内 容 現代に合わせた学習環境を整備し、児童・生徒一人ひとりに最適化された教育を提供。昨

今は、スマートフォンやタブレット、パソコンをはじめとするデジタルデバイス、IT や ICT

の活用が、ビジネスはもちろん生活にも必要になっている。 

効 果 １人１台の端末が整備されたことで、児童・生徒はいつでもどこでも端末を使うことがで

きるようになりました。今までのように、コンピュータ教室に行く必要が無くなりました。

また、子どもごとに教材を配信できるようになるため、学習状況やレベルに応じた教育を行

えます。さらに、端末を利用すれば、子どもの意見は手を挙げなくても端末から発信できる

点もメリットです。児童・生徒や教員を含めたコミュニケーションが活発になり、教員は児

童・生徒の学習状況や反応などを知りやすくなります。 

計 画 

 令和 5 年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

検討 内容検討 → → → → 

構築      

実装 実施 → → → → 



- 38 - 

 

テ ー マ 保護者向け学校連絡アプリケーション「すぐーる」の活用 

課 題 ・教員側の作業や理解 

・保護者への説明や対応 

実 施 事 業 学校・保護者等間における連絡手段のデジタル化 

内 容 学校が保護者等に求める押印の見直し及び学校・保護者等間における連絡手段のデジタル

化の推進 

効 果 押印の省略や学校・保護者等間における連絡手段のデジタル化を進めることで、迅速な情

報共有を実現するとともに、学校・保護者等双方の負担軽減にも繋がる。 

計 画 

 令和 5 年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

検討 

アップデート

検討 

→ → → → 

構築      

実装 運用 → → → → 

 

テ ー マ 地域公共交通の効率運営と利用者の利便性向上【★重点施策】 

課 題 ・予約システムの効率化 

・乗り換えや買い物、病院予約等との連携 

実 施 事 業 地域公共交通の予約システムの構築 

内 容  おでかけしらかわの予約や運行管理について、データのデジタル化による運行ルートや予

約管理等についてシステム化や効率化に取り組む。 

「デジタル技術の活用による解決を目指す地域課題」（県事業）として関係機関と連携し、

最適な仕組みづくりを構築する。 

連携事業者： 

効 果 公共交通を利用する方の利便性向上を図り、効率的な運営による持続可能な地域公共交通の

実現につながる。 

計 画 

 令和 5 年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

検討 
公共交通 

検討 

    

構築 
実施計画 

策定 

システム化 

設計 

   

実装 
 

 

 実証等の実施   
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テ ー マ 健康・福祉・医療分野の連携について【★重点施策】 

課 題 医療体制の整備や救急体制の整備は、町民から求められている施策として重要な位置にある。

また、生活していくうえで実現したら利用したいサービスとして、「自宅や場所を選ばない

で受けれる医療サービス」が全体で一番高い結果であった。 

実 施 事 業 地域医療のデータ連携や、健康・福祉分野との体制整備等により安心して暮らせる地域医療・

健康・福祉の充実を図る。 

内 容 自宅や場所選ばないで受けられる医療サービスや健康相談・指導など、関係機関連携のもと

必要なインフラ整備を進めながら、実現可能なサービスの実装を目指す。 

連携事業者：医療機関・社会福祉協議会・町 

効 果 移動の負担軽減や、時間や場所に縛られない医療サービスの提供による町民の安心感 

計 画 

 令和 5 年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

検討 
連携体制 

 

    

構築 
 

 

連携体制 

構築 → 

   

実装 
電子カルテ 

導入 

インフラの 

整備 
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（３）地域経済と産業の情報化 

テ ー マ 使い慣れたアプリで「行かない 持たない 書かない」 

課 題 課題 簡単な手続きのためにわざわざ役場や支所に行かないといけない 

お金の支払いも現金のみ。交通手段も高齢者は限られる。 

実 施 事 業 LINE の拡張メニューを活用する 

内 容 各種申請や手続きなどが使い慣れた LINE 上で解決できる。白川町専用アプリを検討する

も開発から運用まで莫大なコストがかかります。LINE であればすでに実装している市町村も

多く、導入も簡単であるので、ホームページを更新し情報基盤を再構築することが必要。 

効 果 (町民のメリット) 

役場に行ったり、電話をかける必要がなくなる。 

開庁日や開庁時間を気にすることなく手続きができる。 窓口の混雑が解消される。 

(職員のメリット) 

余計な説明をしなくても良い（書き間違いや未記入）ので、対象者一人にかける時間が少

なくて良くなる。 

計 画 

 令和 5 年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

検討 
内容検討 

 

    

構築  システム設計    

実装 
 実装 → → → 

 

テ ー マ 農業の ICT 活用推進「ドローンの活用」 

課 題 農家の減少、高齢化により農作業従事者が不足による農業経営の衰退 

実 施 事 業 農薬散布ドローンの導入 

内 容 委託によるラジコンヘリでの農薬散布はコストがかかり、ドローンを導入することで組合

構成員による作業が可能となり費用負担軽減と適時適切な防除が可能となる 

効 果 組合構成員で防除作業を行うことができることから、費用が軽減されるとともに構成員の

所得向上につながり、農業経営の維持・発展に寄与できる。 

計 画 

 令和 5 年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

検討 
未実施組合へ

の聞き取り 

    

構築 
 

 

    

実装 
導入 

 

→ → → → 
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テ ー マ 農業の ICT 活用推進 

課 題 営農者の高齢化や後継者不足により、耕作放棄地や太陽光への転用など農業の衰退が顕在

化している。また、林業においても担い手不足であるのが現実であり、新たな後継者や担い

手の育成や、作業の効率化が課題となっている。 

実 施 事 業 ICT バルブの設置 

内 容 佐見地区において、ほ場整備事業を実施しており、事業の中でパイプラインを更新する。

更新時に ICT バルブを設置することにより、水田の水管理を自動化する。 

効 果 ICT バルブの設置により、バルブの開閉や水張状況を自宅に居ながら管理することができ、

見回りを行う必要がなくなる。また、バルブの開閉を時間や水位などの条件で設定ができる

ため、稲作の時期に合わせた水管理を自動で行うことが可能になり、バルブの閉め忘れ防止

にも役立つ。 

計 画 

 令和 5 年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

検討 
事例研究 

機器の選定 

    

構築 
詳細設計 

 

    

実装 
実施施行 

運用 

→ → → → 

 

テ ー マ 地域通貨や地域ポイント等のシステム構築【★重点施策】 

課 題 白川ポイントカードや地域振興券、健康づくりポイントなど各分野ごとに事業が実施されて

いるが、アナログ運営で非効率的、各事業の相乗効果も得られない状況である。 

実 施 事 業 地域振興券や交付による付加ポイント、地元商店の買い物ポイントや健康づくりポイントな

どの地域経済の相互連携を図り、事務作業の効率化や経済効果の増進に繋げる。 

内 容 各組織で展開しているポイントや付加価値など ICT 技術の活用により、統合効率化を図る。 

連携事業者：白川町商工会、町、社会福祉協議会など 

効 果 地域経済の見える化を図ることで EBPM の取り組みや集中投資など、効率的で効果的な地域

経済の活性化に資することができる。 

計 画 

 令和 5 年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

検討 
組織連携 

事業検討 

    

構築 
基本計画 

 

実施計画 

 

   

実装 
 

 

導入システム 

試用・実証 
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（４）安心安全の情報化 

テ ー マ セキュリティ対策の徹底・見直し 

課 題 利用可能なサービスが充実したことにより、適切な使用方法を知らなければ事故や犯罪に巻

き込まれる恐れがある。行政手続きにおいては、個人情報を預かることが多いため、技術的

な抑止に加えて適切な使用研修が必要となる。 

実 施 事 業 適切なセキュリティ環境の整備と教育研修の実施 

内 容 ガバメントクラウドへの参入と行政手続きオンライン化に向けた通信インフラの強化、セキ

ュリティポリシーの改定を行う。 

町民に向けたオンライン手続きのガイドライン作成や、ネット犯罪詐欺メールなどの注意喚

起を定期的に広報する。 

効 果 技術面での強化に加え個人の情報リテラシーを向上することで、デジタル犯罪による被害を

防止することが期待される。 

計 画 

 令和 5 年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

検討 
→ 

 

現行システム

の見直し 

ガバメントク

ラウド対応 

→ → 

構築 
 

 

 ガバメントク

ラウド対応 

→ → 

実装 
各種広報 

 

→ → → → 

 

テ ー マ 公衆無線 LAN（Wi－Fi）の継続運営 

課 題 行政 Wi-Fi を現在９施設１１カ所で運営している。町民や仕事利用者、観光客等に対して

高速で快適なインターネット環境の継続的な提供を実施する。 

実 施 事 業 ICT 推進事業 

内 容 現在は、白川町役場 2F、3F，分館 3F，町民会館、白川北出張所、蘇原出張所、黒川出張

所、佐見出張所、福祉センター、楽集館、複合施設よいいち、ピアチェーレ、クオーレの里、

白川口駅で CCNet（株）のフリーWi－Fi を提供している。 

効 果 来客者や観光客等の利便性の向上に寄与している。 

計 画 

 令和 5 年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

検討 
 

 

    

構築 
 

 

    

実装 
継続運営 

 

→ → → → 
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テ ー マ 携帯電話不感地域の解消 

課 題 携帯電話の不感地域について、主要道路で圏外になる箇所が多く存在し、有事の際の連絡

手段や情報入手に支障をきたす場合がある。 

実 施 事 業 携帯電話等エリア整備事業（基地局施設整備事業） 

内 容 携帯電話基地局の整備について、携帯電話事業者の協力を得ながら防災や安心安全に重要

な個所を選定して町による整備又は携帯事業者の整備を要望する。 

効 果 生活区域や移動圏内において、いつでもどこでも情報とつながることで、安心安全が享受

できる。 

計 画 

 令和 5 年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

検討 
検討 

 

検討 検討   

構築 
 

 

    

実装 
 

 

    

 

テ ー マ 誰もが安心して暮らせる見守りシステム【★重点施策】 

課 題 高齢化や単身世帯が増加していく中で、町民や家族の誰もが安心して住み慣れた地域に暮ら

し続けること。 

実 施 事 業 ICT を活用した見守りシステムの構築 

内 容 家族や地域町民の協力のもと、ケーブルテレビを活用した見守りサービスの提供について、

関係機関の連携により導入効果や実現性の検討を行う。 

連携事業者：CCNet 株式会社 

効 果 ICT 技術の活用により、要支援者の見守りが容易になり支援が必要な際も見落とすことなく

適切な支援が可能となる。要支援者本人だけでなく家族や地域町民に対しても、安心して暮

らし続けることができる。 

計 画 

 令和 5 年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

検討 
導入検討 

 

    

構築 
機材開発 

 

    

実装 
 

 

サービス 

開始 

   

 

  

 合意が得られれば実装 
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第５章 資料 

 

 １ 用語集 

 ２ 地域情報化アンケート内容 

 ３ 白川町地域情報化推進協議会設置要綱及び委員名簿 
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用語集 

※本文中に表示のない用語も含まれます。 

索引 用語 解説 

A AI Artificial Intelligence の略。 人工知能。人間の言語を理解し

たり、論理的な推論や経験による学習を行ったりするコンピュ

ータプログラムなどのこと。 

A AI-OCR Optical Character Reader（または Recognition）の略。画像デ

ータのテキスト部分を認識し、文字データに変換する光学文字

認識機能のこと。 

B ＢＰＲ Business Process Re engineering の略。組織や業務ルールや手

順を根本的に見直し、業務プロセスに視点を置き、組織、職務、 

業務フロー、管理機構、情報システムを再設計する一連の改革

のこと。 

D DFFT Data Free Flow with Trust の略。信頼性のある自由なデータ流

通。データがもたらす価値を最大限引き出すには、プライバシ

ーやセキュリティ等への適切な対処により信頼を維持・構築す

ることが必要。 

D ＤＸ デジタルトランスフォーメーション。「デジタル技術」と「デ

ータ」を活用して、既存の業務プロセス等の改変を行い新たな

価値を創出して新たな社会の仕組みに変革すること。 

F FTTH Fiber To The Homeの略。光回線の配線方式の一つ。光ファイ

バーを伝送路として一般個人宅へ直接引き込むアクセス系光

通信の網構成方式のこと。 

I ICT Information and Communication Technology の略。情報通信

技術。情報や通信に関する技術の総称。以前、日本で普及して

いた「IT」もほぼ同義として用いられ、国際的には「ICT」が

一般的になっている。 

I IT 基本法 正称〈高度情報通信ネットワーク社会形成基本法〉。世界規模

で生じている IT 革命に緊急に対処し，高度情報通信社会の形

成を迅速かつ重点的に推進することを目的として 2000 年に

制定された。 

I IoT Internet of Things の略。アイオーティ。あらゆるものをイン

ターネットやネットワークに接続する技術。 

M MaaS Mobility as a Service の略。ICT を活用し、交通のすべての情

報をクラウド上で処理し、交通手段による移動を 1 つのサー

ビスとして捉える新たな移動の概念。 
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L LGWAN 総合行政ネットワーク。地方公共団体間のコミュニケーション

の円滑化と情報の共有による情報の高度利用を図ることを目

的として構築された行政機関専用のコンピュータネットワー

クのこと。 

Q QOL クオリティ・オブ・ライフ(Quality of Life)の略で、「生活の

質」や「人生の質」という意味。 

Q QR コード 1994 年に自動車部品メーカーであるデンソーの開発部門が発

明したマトリックス型二次元コード。 

R RPA robotic process automation の略。ソフトウェアロボット（ボ

ット）と呼ばれる概念に基づく、業務プロセス自動化技術のひ

とつ。 

T Tips 問題解決につながる、役に立つヒントやアドバイスのこと。コ

ンピュータを操作するためのちょっとした工夫や小技。 

Ｓ Saas Software as a service の略。ソフトウエアを利用者（クライア

ント）側に導入するのではなく、提供者（サーバー）側で稼働

しているソフトウエアを、インターネット等のネットワーク経

由で、利用者がサービスとして利用する状況をいう。 

W Web 会議 インターネットを介し遠隔地どうしで、資料やコンピュータの

デスクトップアプリケーションなどについてリアルタイム共

有を実現するための情報システム。 

W WLB ワークライフバランス。ひとりひとりの人が自分の時間を、仕

事とそれ以外で、どのような割合で分けているか、どのような

バランスにしているか、ということ。 

W WiFi Wireless Fidelity の略。無線通信技術のひとつ。 

ア アクセシビリティ Accessibility 近づきやすさ。利用のしやすさ。便利であること。 

ア アクションプラン 企画や戦略、改革における具体的な計画や手順のこと。 

ア アジャイル 情報システムを小さな機能単位に分割し、設計、プログラミン

グ、テストを繰り返しながら徐々に機能や改良を加えて、最終

的に完全な情報システムを開発する手法 

ア アプリケーション・ア

プリ 

アプリケーション・プログラムの略。コンピュータで、使用者

の業務に応じて作成したプログラム・ソフトウェア。 

ア アーキテクチャ 建築物。建築様式。建築学。構造。ここでは、コンピュータシ

ステムの論理的構造のこと。 

ア アーカイブ 消したくないデータを専用の記憶領域に保存する機能、または

その記録のこと。 

イ インターネット コンピュータなど通信回線などでつなぎ、互いに情報をやりと

りできるようにした仕組みのこと。 

イ インターネット犯罪 インターネットを悪用した犯罪のこと。 



- 47 - 

イ インフラ インフラストラクチャー（infrastructure）の略語。一般的には

道路や鉄道、上下水道、電力網、通信網、港湾、空港、治水施

設などの公共的・公益的な設備や施設、構造物などをいう。 

イ イノベーション 経済発展の一因としての技術革新のこと。 

オ オープンデータ 自由に使えて再利用もでき、かつ誰でも再配布できるようなデ

ータのこと。 

オ オンライン診療 スマートフォンなどの情報通信機器を利用し、診察や薬の処方

を受けることができる診療形式。2018 年 4 月から保険診療で

の利用が可能となった。 

オ オンライン相談窓口 パソコン・スマートフォン・タブレットなどを使い、オンライ

ンにて相談する窓口のこと。 

カ ガバメントクラウド デジタル庁が推進している政府共通のクラウドサービスの利

用環境。クラウドサービスの利点を活用することで、迅速、柔

軟、かつ安全でコスト効率の高いシステムが可能となる。地方

公共団体でも同様の利点が享受できるよう検討してい 

る。 

キ キャッシュレス クレジットカード・デビットカード・交通系や流通系の電子マ

ネー、バーコードや QR コードを介したコード決済など、銀

行振込や口座引落など、現金以外で支払う決済手段全般のこ

と。キャッシュレス決済。 

ク クラウド 利用者がコンピューターなどで利用していたデータやソフト

ウェアをネットワーク経由で、サービスとして利用者に提供す

るサービス。雲（クラウド）の中にシステムがあるかのように、

提供されるシステムの物理的なコンピューター（サーバー）の

所在地が意識されないことからこのように呼ばれている。 

ク クラウド・バイ・デ 

フォルト 

新たに情報システムを構築する際、クラウドサービスの導入を

前提とすること。クラウドファースト。平成 30 年（2018）6 月、

政府情報システムにおいてクラウドサービスの採用を第一候

補として検討するクラウドバイデフォルト原則が決定された。 

ク グループウエア 企業や組織内のコンピュータネットワークを活用した情報共

有のためのアプリケーションソフトウエアのこと。情報交換や

共有、スケジュール管理等に利用され業務の効率化を目指した

もの。 

コ コンテンツ contents 内容。中身。ここでは、単に内容を指すだけでは 

なく「情報の中身」を表す。 

コ コネクテッド・ワン 

ストップ 

民間サービスを含め、複数の手続・サービスをワンストップで

実現すること。 

コ コワーキング 事務所スペース、会議室などを共有しながら独立した仕事を行
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う共働ワークスタイルを指す。独立して働きつつも価値観を共

有する参加者同士のグループ内での懇親が図られる働き方で、

才能ある他分野の人達と刺激し合い、仕事上での相乗効果が期

待できるという面も持つ。 

サ サイバーセキュリテ 

ィ 

デジタル化された情報の改ざんや漏えいを防ぐ手段のこと 

サ サスティナビリティ 持続可能性 

サ サテライトオフィス 企業本社や官公庁・団体の本庁舎・本部から離れたところに設

置されたオフィスのこと。勤務者が遠隔勤務をできるよう通信

設備を整えたオフィス。 

シ 情報機器 情報にアクセスするための機器・機械（情報用ハードウェアな

ど）のこと。コンピュータ、特にパーソナルコンピュータ (PC) 

や携帯電話・携帯情報端末（PDA)を指していうことが多い。 

シ 情報サービス 情報を扱うサービスもしくは情報そのもののこと。 

シ 新型コロナウイルス感

染症 

SARS-CoV-2 ウイルスによって引き起こされる感染症のこ

と。 

シ 冗長性 システムの一部に何らかの障害が発生した場合に備えて、障害

発生後でもシステム全体の機能を維持し続けられるように、予

備装置を平常時からバックアップとして配置し運用している

こと。 

シ 自治体ＤＸ推進計画 自治体のＤＸへの取り組みについて、具体的内容と、国の支援

策等をとりまとめたもの。令和２年 12 月 25 日総務省より発

行された。 

シ 情報リテラシー 情報と識字を合わせた言葉で、情報を自己の目的に適合するよ

うに使用できる能力のこと。 

ス スマート化 IT の分野では、「コンピュータ化された」「情報化された」

「高度な情報処理機能が加わった」などの意味で用いられ 

る。 

ス スマートデバイス パソコンやメインフレーム、ワークステーションなどの既存の

コンピュータの枠にとらわれない情報機器の総称。スマートフ

ォンやタブレットなど。 

ス スマートフォン パソコン用のインターネットや文書ファイルの表示、電話やメ

ールの送受信ができる、高機能な携帯電話機。 

ス スマートスピーカー 対話型の音声操作に対応した AI アシスタント機能を持つスピ

ーカー。 

ス スマート 賢い、利口な、頭がいい、気が利く、かっこいい、おしゃれな、

粋な、活発な、抜け目の無い、などの意味を持つ英単語。 

ス スマート農業(林業) ロボット技術や ICT 等の先端技術の活用による新たな農業
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(林業) 

タ 第６ 次総合計画 白川町における具体的事業の策定や予算編成の指針として、ま

ちづくりを総合的かつ計画的に行うための行政運営における

最上位計画。2021年度を初年度、2028年度が目標年度。 

チ チャットツール・チャ

ット 

パソコンやスマートフォンなどを介して、リアルタイムでコミ

ュニケーションを取ることができるツール。一方的なメールと

違い、実際に会話する感覚で使えるのが特徴で、1 対 1だけで

なく複数人でのコミュニケーションが可能となる。 

チ チャットボット 「チャット」と「ボット」を組み合わせた言葉で、人工知能 

を活用した「自動会話プログラム」のこと。 

テ デジタル化 紙など手作業等で行っていたことをデジタル技術に置き換え

て、効率化を図ったり、生産性を向上させたりすること。デジ

タライゼーション。 

テ デジタル技術 すべての情報を数字の上に乗せること。 

テ デジタル庁 日本の行政機関のひとつ。2021 年 9 月 1 日に設置された。 

テ データ通信 主に コンピュータ同士で情報をやり取りすること。また、そ

のサービスのこと。 

テ デジタル化 デジタル技術を活用することで、業務プロセスの効率化や、競

争優位性の高い新たなサービスやビジネスモデルを実現する

こと。 

テ デジタルファースト 個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結すること。 

テ デバイス スマートフォンやパソコン、タブレットなどの「情報端末」や

「周辺機器」の総称。 

テ テレワーク 情報通信技術（ICT＝Information and 

CommunicationTechnology）を活用し、本来の職場から離れ

た場所などで、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方の

こと。 

テ 電子申請 インターネットを利用して、申請・届出などの行政手続をいつ

でも、どこからでも実現できるようにするもの。行政機関の窓

口に出向いて紙で行っている申請・届出などの手続が、自宅や

会社のパソコン・スマートフォン等から行うことができる。 

テ デジタル すべてのデータを一定範囲内の数値で表すこと、もしくは表し

た状態のこと。 

テ デジタルデバイド IT（情報技術）を利用できる層とできない層との間で生じる格

差のこと 

テ 電子入札 官公庁の入札担当部局と各入札参加業者とをネットワークで

結び、一連の入札事務をそのネットワーク経由で行う方法のこ

と。 
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テ デジタルリテラシー インターネットを中心にデジタル情報や通信について、またそ

れらを活用するパソコンやスマートホンなどの機器やアプリ

について知識を持ち、利用する能力のこと。 

ト トライアル 試しにやってみること。 

ト ドローン 無人機航空機のこと。無線による遠隔操縦，あるいは搭載コン

ピュータにあらかじめプログラムされたパターンで自律飛行

をする。 

ニ ニーズ 求め。要求。需要。必要。 

ネ ネットワーク 複数のコンピュータを接続する技術。または、接続されたシス

テム全体。コンピュータシステムにおける「通信インフラ」自

体、あるいは通信インフラによって実現される接続や通信の総

体のこと。 

ネ ネットワーク効果 その製品やサービスの利用者が増えれば増えるほど、それぞれ

の利用者がその製品・サービスから得られる効果が大きくなる

こと。 

ハ バイアス 傾向、偏向、先入観、データ等の偏り、思考や判断に特定の偏

りをもたらす思い込み要因のこと。 

ハ ハイブリットキャスト テレビ放送とインターネットを融合させたサービス。対応した

テレビか受信機等をインターネットに接続することで画面上

に案内が表示されサービスを選択できる。 

ヒ ビジョン （vision）見る。見通す。ここでは、将来の見通し、未来像、

構想のこと。 

ヒ ビックデータ 一般的なデータ管理・処理ソフトウエアで扱うことが困難なほ

ど巨大で複雑なデータを集めたもの、あるいは組織が非常に大

きなデータを作成し、操作及び管理できるようにする機能のこ

と。 

フ フォロー 足りないところや仕損じたところをあとから補うこと。 

フ プラットフォーム （platform）コンピュータにおいて、ソフトウェアが動作する

ための土台（基盤）として機能する部分のこと。 

フ フリーランス 特定の企業や団体、組織に専従しておらず、業務委託により自

らの技能を提供することにより社会的に独立した個人事業主。 

ヘ ベースレジストリ 公的機関等で登録・公開され、様々な場面で参照される、人、

法人、土地、建物、資格等の社会の基本データのこと。 

マ マイナンバー 個人番号。「行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律」に基づき、各市区町村から町民に指

定される 12 桁の番号のこと。 

マ マイナンバーカード マイナンバー（個人番号）が記載された顔写真付のカード 

メ メディア 手段。媒体。コミュニケーションのための媒体 
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モ モバイル端末 小型軽量で持ち運ぶことができる情報端末装置のこと。 

モ モビリティサービス 自動車による移動や運搬をスムーズに行うためのサービスの

こと。 

ユ ユーザ 利用者 

ラ ライフスタイル 生活の様式・仕方。また、人生観・価値観・習慣などを含めた

個人の生き方。 

リ リテラシー 適切に理解・解釈・分析し、改めて記述・表現する能力。 

リ リソース 資源。能力や時間、資金や資料、資材や供給源など資源全般の

ことで、目的の達成に必要な要素や、役に立つ要素を指します。 

レ レジリエンス うまく適応できる能力、うまく適応していく過程のこと。 

ワ ワンスオンリー 一度提出した情報は、二度提出することを不要とすること。 

ワ ワークフロー リソースを体系的に組織化した反復可能の業務活動のパター

ン。個人又はグループの定まった作業や操作の列として表現さ

れる。 

ワ ワーケーション 「ワーク」(仕事)と「バケーション」(休暇)を組み合わせた造

語。休暇などで滞在している観光地や帰省先などで働くこと。 
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２ 地域情報化アンケート内容 
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３ 白川町地域情報化推進協議会設置要綱及び委員名簿 

 

   白川町地域情報化推進協議会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 情報通信技術（以下「ICT」という。）の高度化と利活用の推進により、本町の行政運営

の効率化、町民生活の向上及び地域産業の振興を図るため、白川町地域情報化推進協議会（以下

「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について意見及び提言を行う。 

 (1) 本町における情報化施策等の総合的な推進に係る事項 

 (2) ICT関連施策に関する調査及び研究 

 (3) ICTの活用に係る施策の推進に関する検討 

 (4) その他協議会の目的を達成するために必要なこと。 

（組織） 

第３条 協議会の委員は、次の各号に掲げる者のうちから２０人以内をもって組織する。 

 (1) 町議会議員 

 (2) 産業及び経済団体等の役職員 

 (3) 公共的団体等の役職員 

 (4) ICTに関する活動を行う団体の役職員 

 (5) 学識経験者 

 (6) 町職員 

 (7) 前各号に掲げる者のほか、町長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 
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第５条 協議会に会長及び副会長１名を置く。 

２ 会長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

４ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集し、会議の議長となる。 

 （部会） 

第 7条 会長は、専門的事項を協議するため、必要に応じて部会を置くことができる。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、企画課において処理する。 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年５月２０日から施行する。 

 （白川町情報化研究会設置要綱の廃止） 

２ 白川町情報化研究会設置要綱（平成１８年白川町訓令甲第８号）は、廃止する。 
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地域情報化推進協議会委員 

 

  

番号 区分 所属 職名 氏名 備考 7月1日 11/4出席 12/28出席 3/20出席

オブザー

バー 学識経験者 地域情報化アドバイザー - 髙橋　邦夫 ○ ○ ○

1 町議会議員 町議会 議長 藤井　宏之 会長 ○ 欠席 -

2 産業及び経済団体等 CCNet株式会社　技術部 課長 森　卓也 ○ ○ -

3 〃 CCNet株式会社　編成制作部 総括ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 稲吉　智章 ○ ○ -

4 〃 CCNet株式会社　地域事業部 課長 早川　健 ○ ○ ○

5 〃 商工会 事務局長 藤井　勝則 副会長 ○ ○ ○

6 〃 観光協会 会長 鈴村　雄二
7/1欠
代理：細
江辰男

○ ○ -

7 〃 地域公共交通活性化協議会 推薦 佐藤　久仁 ○ ○ -

8 〃（金融機関） JAめぐみの美濃白川支店 支店長 今井　嘉徳 ○ ○ -

9 公共的団体等（福祉） 社会福祉協議会 事務局長 福田　喜美子
欠（理事
会）
代理：西
野

○ ○ ○

10 〃（医療関係） 医療法人白水会白川病院
経営管理

部長
松本　茂

11 〃（医療関係）・職員 包括支援センター センター長 三尾　三和子 ○ 欠席 ○

12 〃（教育関係） 教育委員 職務代理者 汲田　正敏 ○ ○ -

13 〃（警察） 白川駐在所 警部補 林　孝宏 欠席 ○ -

14 〃（消防） 可茂消防事務組合 東消防署長 今井　和幸 代理：今井 ○ -

15 〃（住民組織） 自治協議会長会 会長 田口　良一 ○ ○ -

16 ICTに関する活動団体 アントベアクリエイツ（合） 代表社員 森田　諭 ○ ○ ○

17 白川町役場 総務課 課長 藤井　充宏 ○ 欠席 -

18 〃 保健福祉課 課長 三宅　正仁

- 事務局 企画課 課長 渡口　彰規 ○ ○ -

- 〃 企画課企画係 係長 吉田　友和 ○ ○ -

- 〃 〃 主査 鈴村　元秀 ○ ○ ○

20 〃 〃 主査 服部　健人 - ○ ○

20 〃 企画課商工観光係 係長 渡邉　憲正 - - ○
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